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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社は、平成16年５月20日付をもって株式１株を1.1株に、平成17年５月20日付をもって株式１株を1.1

株に分割しております。なお、第29期中、第29期、及び第30期中の１株当たり中間（当期）純利益は、期首

に分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 50,651 53,494 56,359 109,626 115,098 

経常利益 （百万円） 4,482 4,749 4,921 11,092 11,589 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,576 2,801 2,899 6,490 6,777 

純資産額 （百万円） 39,398 44,930 50,984 42,703 48,920 

総資産額 （百万円） 85,917 90,399 109,775 93,256 97,015 

１株当たり純資産額 （円） 1,857.57 1,946.91 2,026.02 2,035.47 2,119.40 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 121.46 121.38 114.84 306.57 293.63 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 115.43 114.47 108.64 291.57 277.28 

自己資本比率 （％） 45.9 49.7 46.4 45.8 50.4 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 843 △2,965 △771 7,245 △1,948 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △4,288 △1,816 △1,695 △4,992 △3,114 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 497 △907 12,111 △638 778 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 8,271 7,159 18,260 12,792 8,536 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

817 

[1,290] 

913 

[1,467] 

1,080 

[1,702] 

789 

[1,472] 

913 

[1,643] 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社は、平成16年５月20日付をもって株式１株を1.1株に、平成17年５月20日付をもって株式１株を1.1

株に分割しております。なお、第29期中、第29期、及び第30期中の１株当たり中間（当期）純利益は、期首

に分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 46,076 47,086 46,395 98,991 100,611 

経常利益 （百万円） 4,099 3,568 3,522 9,623 8,856 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,362 2,072 2,050 5,510 5,129 

資本金 （百万円） 6,773 7,159 7,199 7,114 7,169 

発行済株式総数 （千株） 21,530 23,889 26,301 21,695 23,894 

純資産額 （百万円） 37,847 41,899 46,139 40,432 45,026 

総資産額 （百万円） 79,948 82,208 93,211 85,627 85,185 

１株当たり純資産額 （円） 1,784.42 1,815.61 1,833.49 1,927.20 1,950.71 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 111.38 89.78 81.19 260.25 222.24 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 105.86 84.72 76.85 247.56 209.94 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） － － － 25.00 25.00 

自己資本比率 （％） 47.3 51.0 49.5 47.2 52.9 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

766 

[1,193] 

885 

[1,399] 

1,032 

[1,628] 

755 

[1,365] 

872 

[1,584] 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。 

 事業の種類別セグメント区分については、従来「カタログ事業」「頒布事業」「単品通販事業」「金融サービス事

業」「その他の事業」の５区分としていましたが、事業内容の拡大に伴い、各事業の業績実態をより明確に反映する

ことで、利益責任を明確化し、グループ経営を強化するために当中間連結会計期間より「カタログ事業」「単品通販

事業」「アドバンスド・ファイナンス事業」「ＢＯＴ事業」「カレーム事業」「その他の事業」の６区分に変更して

おります。  

 従来区分と新区分の関係は以下の通りとなります。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 
（従来区分） （新区分） 

「カタログ事業」 「カタログ事業」 

「頒布事業」 「単品通販事業」 

「単品通販事業」 「アドバンスド・ファイナンス事業」 

「金融サービス事業」 「ＢＯＴ事業」 

「その他の事業」 「カレーム事業」 

「その他の事業」 
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４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間中の平均人員（１人１日８時

間換算）を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ167名増加しましたのは、主にカタログ事業における業容拡大のため新

規採用及び中途採用によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員（１人１日８時間換

算）を外数で記載しております。 

２．従業員が前期末に比し、160名増加しましたのは、定期採用と中途採用によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

カタログ事業 530 [1,353] 

単品通販事業 125 [279] 

アドバンスド・ファイナンス事業 101 [20] 

ＢＯＴ事業 17 [1] 

カレーム事業 192 [28] 

その他の事業 27 [12] 

全社（共通） 88 [9] 

合計 1,080 [1,702] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,032 [1,628] 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における日本経済は、設備投資が好調で個人消費も底堅く推移し、景気も回復基調を示して

まいりましたが、小売業界では、百貨店・スーパー・コンビニ等の売上が、相変わらず一進一退を繰り返しており

ます。 

 こうした中で通信販売業界は、中小の専門通信販売業者の躍進等もあって全体としては拡大基調にありますが、

それだけに競争はますます激化しており、経営環境としては厳しい状況が続いております。 

 このような情勢下におきまして、当社グループはポートフォリオ経営の強化を図ると共にサービス向上に取り組

んでまいりました。 

 その結果、当社グループの連結売上高は前中間連結会計期間比5.4％増の56,359百万円となりました。 

 一方、利益面におきましては、営業利益は前中間連結会計期間比0.8％増の4,539百万円となり、経常利益は前中

間連結会計期間比3.6％増の4,921百万円、中間純利益は前中間連結会計期間比3.5％増の2,899百万円を計上するこ

とができました。 

 なお、事業のセグメント別の業績は次の通りであります。また、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメン

トを変更したため、前年同期比較にあたっては、前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っておりま

す。 

〔カタログ事業〕 

 カタログ事業の売上高につきましては、「家庭用品」や「家電製品」等が低迷し、前中間連結会計期間比5.5％

減の35,286百万円となりました。 

〔単品通販事業〕 

 頒布品の売上高が順調に伸びたことに加え、㈱オージオとビーエヌ インターナショナル ユーエスエー インク

で大幅に売上を伸ばしたことにより、前中間連結会計期間比21.8％増の12,969百万円の売上高となりました。 

〔アドバンスド・ファイナンス事業〕 

 優良顧客を中心にして順当に貸付残高を伸ばし、利息収入は前中間連結会計期間比15.4％増の2,929百万円とな

りました。 

〔ＢＯＴ事業〕 

 ＢＯＴ事業は安定的に売上を計上しており、当中間連結会計期間も1,190百万円の売上を計上しました。 

〔カレーム事業〕 

 拠点数が36ヶ店に拡大したことに加え、取扱品目も多様化したことで、前中間連結会計期間比51.6％増の1,436

百万円の売上を計上することができました。 

〔その他の事業〕 

 卸売事業とビル賃貸事業も順調に推移するとともに、当中間連結会計期間は不動産販売があった為に、前中間連

結会計期間比207.9％増の2,547百万円の売上高となりました。 

2005/12/26 14:25:30株式会社ベルーナ/半期報告書/2005-09-30



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末比9,724百万円増の18,260百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動により使用した資金は771百万円で、前中間連結会計期間に比べ2,193

百万円の減少となりました。これは、仕入債務の減少額が縮小したことに加え、法人税等の支払額が減少した

こと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動により使用した資金は1,695百万円で、有形固定資産取得による支出が

増加したものの、その他の投資による支出が減少したこと等により、前中間連結会計期間比120百万円減少とな

りました。なお、当中間連結会計期間において取得した有形固定資産の主なものは、㈱エルドラドで取得した

賃貸ビル(銀座ファーストビル)であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動により取得した資金は12,111百万円となりました（前年同期は907百万

円の使用）。これは、社債の発行による収入が10,000百万円あったことが主な要因です。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、主にカタログ等を媒体とする通信販売により、一般顧客を対象に小売販売及び金融サービスを行

っており、製品の製造は行っておりません。従って生産実績の記載は行っておりません。また通信販売の特質上受注

から商品発送までのリードタイムはきわめて短いものであり受注状況の記載を行っておりません。 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．当中間連結会計期間から事業区分の方法を変更したため、前年同期比較にあたって前連結中間会計期間分を

変更後の区分に組替えて、行っております。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の商品販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。またセグメント間の取引は相殺して表示しております。

 ２．当中間連結会計期間から事業区分の方法を変更したため、前年同期比較にあたって前連結中間会計期間分を

変更後の区分に組替えて、行っております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

カタログ事業 17,486 92.3 

単品通販事業 4,974 121.1 

カレーム事業 578 139.3 

その他の事業 1,928 650.9 

合計 24,968 105.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

カタログ事業 35,286 94.5 

単品通販事業 12,969 121.8 

アドバンスド・ファイナンス事業 2,929 115.4 

ＢＯＴ事業 1,190 99.3 

カレーム事業 1,436 151.6 

その他の事業 2,547 307.9 

合計 56,359 105.4 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却、拡充等について、完了し

たものは次のとおりであります。 

新設 

㈱エルドラドで計画しておりました賃貸ビルの取得は、平成17年４月に行われました。 

  

(2)当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 

（百万円）
着手 完了 

 ㈱ベルーナ 

領家丸山流通

システムセン

ター 

 埼玉県上尾

市 

 カタログ 

 その他 
 物流倉庫 2,130 －  社債 平成17年10月 平成18年10月

  建物

13,262㎡ 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日以降提出日までの転換社債の転換、及び新株予約権の行使に

より発行されたものは含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 65,000,000 

計 65,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月27日） 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 26,301,130 26,320,513 
東京証券取引所

（市場第一部） 

権利内容に何ら制限

の無い当社における

標準となる株式 

計 26,301,130 26,320,513 － － 
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(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年３月20日取締役会決議 

 旧転換社債等に関する事項は、次のとおりであります。 

① 第２回無担保転換社債（平成14年４月15日発行） 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,156,545 1,140,524 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,399,179 1,379,796 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,028 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年10月１日 

至 平成18年９月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    3,422 

資本組入額   1,711 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、その保

有する新株予約権のうち50

個の整数倍部分については

50個単位で行使するものと

します。なお、各新株予約

権証券が発行されている場

合には、各新株予約権証券

が表章する新株予約権の全

部について行使するものと

し、その一部のみについて

行使することは出来ませ

ん。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡につい

ては、当社の取締役会の承

認を要することとします。

相続等当社が承認するにた

る理由の存する場合を除

き、原則譲渡の承認は行な

わない方針とします。な

お、新株予約権の引受権を

証する引受権証書を発行し

ません。また、新株予約権

の引受権を譲渡することは

出来ません。 

同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

転換社債の残高（百万円） 4,999 4,999 

転換価格 3,405円50銭 3,405円50銭 

資本組入額（円） 1,703 1,703 
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(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．新株予約権の権利行使による増加 

   ２．株式分割  １：1.1による増加（無償株主割当） 

(4）【大株主の状況】 

 （注） １.日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティー・サービス信託銀行株式会社、野村信託銀行

株式会社、及び資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。 

２.上記のほか、自己株式が1,136千株あります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株）  

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月１日～

平成17年９月30日

（注）１ 

17,307 23,911,692 29 7,199 29 7,595 

 平成17年５月20日

（注）２ 
2,389,438 26,301,130 － 7,199 － 7,595 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

安野 清 埼玉県上尾市谷津２丁目９番５号 5,153 19.60 

株式会社フレンドステージ 埼玉県上尾市富士見２丁目１番25号 3,552 13.51 

有限会社日本リボワール 埼玉県上尾市緑丘３丁目６番７号 1,981 7.53 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,651 6.28 

日本トラスティー・サービス

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,103 4.19 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町２丁目７番９号  966 3.68 

安野 公 埼玉県上尾市谷津２丁目９番５号 955 3.63 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 875 3.33 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイ

ランド トリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟 

816 3.10 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 561 2.14 

計 － 17,618 66.99 
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(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,400株（議決権の数48個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,136,200 － 

権利内容に何ら制限

の無い当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,107,950 502,159 同上 

単元未満株式 普通株式    56,980 － 同上 

発行済株式総数 26,301,130 － － 

総株主の議決権 － 502,159 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ベルーナ 
埼玉県上尾市宮本

町４番２号 
1,136,200 － 1,136,200 4.32 

計 － 1,136,200 － 1,136,200 4.32 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,780 3,440 3,350 3,270 3,230 3,720 

最低（円） 3,310 3,060 3,110 3,100 3,060 3,200 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について中央青山監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２   9,239     20,764     10,628  

２．受取手形及び 
売掛金     12,928     12,748     14,190  

３．営業貸付金     20,422     24,671     22,364  

４．有価証券 ※２   1,087     1,121     2,142  

５．たな卸資産     9,398     11,073     9,753  

６．繰延税金資産     616     650     567  

７．その他     1,746     2,344     2,557  

貸倒引当金     △1,282     △1,430     △1,284  

流動資産合計     54,157 59.9   71,944 65.5   60,919 62.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物 ※２   12,044     11,669     11,922  

(2）機械装置及び 
運搬具 

    257     240     264  

(3）器具及び備品     240     220     227  

(4）土地 ※２   13,543     15,367     14,262  

(5）建設仮勘定     80     7     50  

有形固定資産合計     26,167 28.9   27,505 25.1   26,727 27.5 

２．無形固定資産     966     1,223     942  

無形固定資産合計     966 1.1   1,223 1.1   942 1.0 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※２   4,933     7,400     6,168  

(2）繰延税金資産     108     －     192  

(3）その他     4,192     1,756     2,126  

貸倒引当金     △126     △55     △61  

投資その他の資産
合計     9,107 10.1   9,102 8.3   8,426 8.7 

固定資産合計     36,241 40.1   37,831 34.5   36,096 37.2 

資産合計     90,399 100.0   109,775 100.0   97,015 100.0 

                     
 

2005/12/26 14:25:30株式会社ベルーナ/半期報告書/2005-09-30



   
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金     19,558     16,993     18,513  

２．短期借入金 ※２   2,128     6,368     4,120  

３．1年以内償還予定
社債 

    －     5,000     5,000  

４．未払費用     6,196     6,376     7,191  

５．未払法人税等     1,773     1,949     1,944  

６．賞与引当金     541     576     485  

７．返品調整引当金     121     118     135  

８．その他     1,006     1,171     1,490  

流動負債合計     31,327 34.7   38,554 35.1   38,880 40.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     5,000     10,000     －  

２．転換社債     5,000     4,999     4,999  

３．長期借入金 ※２   2,961     3,798     2,628  

４．退職給付引当金     84     112     104  

５．役員退職慰労引当
金 

    227     236     232  

６．新株予約権     131     129     131  

７．繰延税金負債      －     112     －  

８．その他     715     789     1,065  

固定負債合計     14,120 15.6   20,178 18.4   9,161 9.4 

負債合計     45,447 50.3   58,732 53.5   48,041 49.5 

                     

（少数株主持分）                    

少数株主持分     21 0.0   58 0.1   53 0.1 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     7,159 7.9   7,199 6.6   7,169 7.4 

Ⅱ 資本剰余金     7,556 8.4   7,595 6.9   7,565 7.8 

Ⅲ 利益剰余金     32,909 36.4   39,207 35.7   36,884 38.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     72 0.1   484 0.4   100 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △41 △0.1   13 0.0   △71 △0.1 

Ⅵ 自己株式     △2,726 △3.0   △3,515 △3.2   △2,729 △2.8 

資本合計     44,930 49.7   50,984 46.4   48,920 50.4 

負債、少数株主持分
及び資本合計     90,399 100.0   109,775 100.0   97,015 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     53,494 100.0   56,359 100.0   115,098 100.0 

Ⅱ 売上原価     22,354 41.8   23,826 42.3   48,206 41.9 

売上総利益     31,139 58.2   32,533 57.7   66,891 58.1 

１．返品調整引当金 
戻入額   △135     △135     △135    

２．返品調整引当金 
繰入額 

  121 △14 △0.0 118 △17 △0.0 135 0 0.0 

差引売上総利益     31,153 58.2   32,550 57.7   66,891 58.1 

Ⅲ 販売費及び一般 
管理費 

※１   26,649 49.8   28,011 49.7   56,010 48.6 

営業利益     4,504 8.4   4,539 8.0   10,881 9.5 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   71     78     174    

２．受取配当金   14     130     350    

３．有価証券売却益   －     70     －    

４．受取賃貸料   52     41     96    

５．受取補償金   26     33     55    

６．通貨スワップ・ 
オプション評価益   139     156     2    

７．その他   180 485 0.9 180 692 1.2 361 1,042 0.9 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   95     116     188    

２．社債発行費   －     46     －    

３．貸倒損失   24     －     50    

４．貸倒引当金繰入額   25     －     －    

５．その他   95 240 0.4 147 310 0.5 95 333 0.3 

経常利益     4,749 8.9   4,921 8.7   11,589 10.1 
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                    

１．償却債権取立益   18 18 0.0 19 19 0.0 34 34 0.0

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※２ 90     －     90    

２．固定資産売却損   0     －     0    

３．投資有価証券 
売却損 

  2     －     2    

４．投資有価証券 
評価損   －     5     194    

５．出資金評価損   7     －     －    

６．持分変動損失   －     －     14    

７．減損損失 ※３ －     42     －    

８．貸倒損失   － 100 0.2 68 116 0.2 － 302 0.3

税金等調整前中間
（当期）純利益     4,667 8.7   4,824 8.5   11,320 9.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,708     1,965     4,427    

法人税等調整額   147 1,855 3.5 △40 1,924 3.4 93 4,521 3.9 

少数株主利益     10 0.0   0 0.0   22 0.0 

中間（当期） 
純利益 

    2,801 5.2   2,899 5.1   6,777 5.9 
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③【中間連結剰余金計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）              

Ⅰ 資本剰余金期首残高     7,511   7,565   7,511 

Ⅱ 資本剰余金増加高              

１.増資による新株発行   44   29   53  

２．転換社債の転換   －   －   0  

３.自己株式処分差益   0 44 0 29 0 54 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

    7,556   7,595   7,565 

               

（利益剰余金の部）              

Ⅰ 利益剰余金期首残高     30,594   36,884   30,594 

Ⅱ 利益剰余金増加高              

１．連結除外による 
利益剰余金増加高 

  50   －   50   

２．中間（当期）純利益   2,801 2,852 2,899 2,899 6,777 6,827 

Ⅲ 利益剰余金減少高              

１．配当金   524   577   524   

２．新規連結による 
剰余金減少高 

  13 537 － 577 13 537 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

    32,909   39,207   36,884 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連 
結キャッシュ・フロー計 
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  4,667 4,824 11,320 

減価償却費   487 478 1,012 

減損損失   － 42 － 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

  45 138 △17 

返品調整引当金の 
減少額 

  △14 △17 － 

その他引当金増加額   94 103 63 

受取利息及び受取 
配当金 

  △85 △208 △525 

支払利息   95 116 188 

有価証券売却益   － △70 － 

投資有価証券売却 
損 

  2 － 2 

投資有価証券評価 
損 

  － 5 194 

有形固定資産除却 
損 

  90 － 90 

有形固定資産売却 
損 

  0 － 0 

売上債権の減少額   1,455 1,457 183 

営業貸付金の増加額   △2,505 △2,291 △4,455 

たな卸資産の増加額   △1,492 △1,310 △1,849 

その他流動資産の 
減少額（△増加額） 

  682 646 △263 

仕入債務の減少額   △2,177 △927 △3,590 

その他流動負債の 
減少額 

  △1,413 △1,834 △115 

その他固定負債の 
増加額（△減少額） 

  △288 △276 57 

その他   △13 9 145 

小計   △368 886 2,442 

利息及び配当金の 
受取額 

  93 214 525 

利息の支払額   △92 △113 △154 

法人税等の支払額   △2,598 △1,758 △4,761 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,965 △771 △1,948 

 

2005/12/26 14:25:30株式会社ベルーナ/半期報告書/2005-09-30



   
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連 
結キャッシュ・フロー計 
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金の預入に 
よる支出 

  △6 △204 △12 

定期預金の払戻に 
よる収入 

  108 700 110 

有価証券の取得に 
よる支出 

  △599 △407 △1,702 

有価証券の売却に 
よる収入 

  599 409 1,000 

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,090 △1,269 △2,081 

有形固定資産の売却
による収入 

  0 － 0 

無形固定資産の取得
による支出 

  △3 △362 △43 

投資有価証券の取得
による支出 

  △562 △925 △1,949 

投資有価証券の売却
による収入 

  363 486 437 

貸付による支出   △70 △419 △146 

貸付金回収による 
収入 

  361 34 368 

その他の投資による
支出 

  △1,133 △122 △64 

その他の投資の回収
による収入 

  215 383 967 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,816 △1,695 △3,114 
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連 
結キャッシュ・フロー計 
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の増減額   0 2,250 2,015 

長期借入れによる収
入 

  － 1,500 － 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △384 △332 △740 

社債の発行による収
入 

  － 10,000 － 

新株の発行による収
入 

  87 57 104 

自己株式の売却によ
る収入 

  0 0 0 

自己株式の取得によ
る支出 

  △85 △786 △88 

少数株主による株式
払込 

  － － 11 

配当金の支払額   △524 △577 △524 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △907 12,111 778 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  46 79 18 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △5,642 9,724 △4,265 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  12,792 8,536 12,792 

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

  12 － 12 

Ⅷ 連結除外子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

  △2 － △2 

Ⅸ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 7,159 18,260 8,536 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数 ７社 

主要な連結子会社名 

㈱リフレ（旧社名 ㈱東洋

漢方研究所） 

㈱エルドラド 

ベルネット インターナシ

ョナル ホンコン リミテッ

ド 

㈱オージオ 

ビーエヌ インターナショ

ナル ユーエスエー インク 

フレンドリー㈱ 

㈱サンステージ・ファイナ

ンス 

 上記のうち㈱サンステージ・

ファイナンスは、当中間連結会

計期間より連結財務諸表に重要

な影響を与えていると認められ

るため、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

 また、ベルネット ファイナ

ンス カンパニー リミテッド

は、現在清算中であり連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため当連結会計期間より連

結の範囲から除外しておりま

す。 

(イ）連結子会社の数 ７社 

主要な連結子会社名 

㈱リフレ 

㈱エルドラド 

ベルネット インターナシ

ョナル ホンコン リミテッ

ド 

㈱オージオ 

ビーエヌ インターナショ

ナル ユーエスエー インク 

フレンドリー㈱ 

㈱サンステージ・ファイナ

ンス 

  

(イ）連結子会社の数  ７社 

主要な連結子会社名 

㈱リフレ（旧社名 ㈱東洋

漢方研究所） 

㈱エルドラド 

ベルネット インターナシ

ョナル ホンコン リミテッ

ド 

㈱オージオ 

ビーエヌ インターナショ

ナル ユーエスエー インク 

フレンドリー㈱ 

㈱サンステージ・ファイナ

ンス 

 上記のうち㈱サンステージ・

ファイナンスは、連結財務諸表

に重要な影響を与えているた

め、当連結会計年度より連結の

範囲に含めることにいたしまし

た。 

 また、ベルネット ファイナ

ンス カンパニー リミテッド

は、清算中であり連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲から除外してお

ります。 

  (ロ）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱ヒューマンリソースマネ

ジメント 

(ロ）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱グランベル・ティーヴィ

ー、㈱ヒューマンリソース

マネジメント、ベルネット

クレジット カンパニー 

リミテッド 

(ロ）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱グランベル・ティーヴィ

ー、㈱ヒューマンリソース

マネジメント 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等は、中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲から

除外しております。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等は、中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲から

除外しております。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等は、連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲から除外

しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ）持分法適用の非連結子会社数 

－社 

(イ）持分法適用の非連結子会社数 

－社 

(イ）持分法適用の非連結子会社数 

－社 

  (ロ）持分法適用の関連会社数 

－社 

(ロ）持分法適用の関連会社数 

－社 

(ロ）持分法適用の関連会社数 

－社 

  (ハ）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱ヒューマンリソ

ースマネジメント他）は中間

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除

外しております。 

(ハ）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱グランベル・テ

ィーヴィー、㈱ヒューマンリ

ソースマネジメント、ベルネ

ット クレジット カンパニ

ー リミテッド他）は中間純

損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除

外しております。 

(ハ）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱グランベル・テ

ィーヴィー、㈱ヒューマンリ

ソースマネジメント他）は連

結純損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は全て

連結中間決算日と同一でありま

す。 

同左  連結子会社の決算日は全て連結

決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限責

任組合及びこれに類する

組合への出資（証券取引

法第2条第2項により有価

証券とみなされるもの）

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額の損益を取り込む

方法によっております。 

時価のないもの 

  

同左 

  ② たな卸資産 

商品 

移動平均法による低価法 

② たな卸資産 

商品 

同左 

② たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

  ③ デリバティブ 

時価法 

③ デリバティブ 

同左 

③ デリバティブ 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は、定率法を採用し、在外連

結子会社は主として定額法を

採用しております。 

 ただし、当社及び国内連結

子会社は、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備は除く。）については定額

法を採用しております。 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  ③ 返品調整引当金 

 中間期末日後の返品による

損失に備えるため、過去の返

品実績率等により、返品見込

額に対する売上総利益相当額

を計上しております。 

③ 返品調整引当金 

同左 

③ 返品調整引当金 

 期末日後の返品による損失

に備えるため、過去の返品実

績率等により、返品見込額に

対する売上総利益相当額を計

上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生年度から費用処理しており

ます。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。  

 一部の子会社は、退職給付

債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生年度から費用処理しており

ます。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 一部の子会社は、退職給付

債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生事業年度から費用処理して

おります。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  (ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

通貨スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 外貨建予定取引の為替変動

リスクを回避する目的で取引

を行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  (ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。 

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

   ───── 社債発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

 ───── 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（(企業会

計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平

成15年10月31日企業会計基準適用指

針第６号)を、当連結会計年度から適

用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法と比

較して税金等調整前中間(当期)純利

益が42百万円減少しております。 

───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （中間連結貸借対照表関係） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となること及び「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月

15日付で改正されたことに伴い、当中間連結会計期間か

ら投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）を投資有価証券として表示する方法に変更しまし

た。 

 なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に含

まれる当該出資の額は1,868百万円であり、前中間連結会

計期間末における固定資産「出資金」に含まれている当

該出資の額は1,517百万円であります。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間より業務の

効率化をはかる為、買掛金及び未

払費用の決済方法に、支払手形に

加えて当該決済期日に一括して支

払う方法を導入致しました。 

 これに伴い、従来支払手形によ

り決済していたと見込まれる

2,004百万円は、未払費用に計上

されております。 

 ─────  当連結会計年度より業務の効率化

をはかる為、買掛金及び未払費用の

決済方法に、支払手形に加えて当該

決済期日に一括して支払う方法を導

入致しました。 

 これに伴い、従来支払手形により

決済していたと見込まれる2,383百万

円は、未払費用に計上されておりま

す。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

7,089百万円 7,941百万円 7,540百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

現金及び預金 100百万円 

建物及び構築物 8,165 

土地 8,874 

計 17,139 

現金及び預金  － 百万円 

建物及び構築物 7,805 

土地 9,979 

計 17,784 

現金及び預金 － 百万円 

建物及び構築物 7,945 

土地 8,874 

計 16,819 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

 上記のほか、投資有価証券936百万円

をデリバティブ取引の担保に供してお

ります。 

短期借入金 1,492

長期借入金 2,916

計 4,409

 上記のほか、有価証券225百万円、投

資有価証券692百万円をデリバティブ取

引の担保に供しております。 

短期借入金 1,451

長期借入金 3,449

計 4,900

 上記のほか、投資有価証券1,088百万

円をデリバティブ取引の担保に供して

おります。 

短期借入金 1,475

長期借入金 2,613

計 4,089

―――――   ３ 保証債務   ３ 保証債務 

 
  次の関係会社について債務保証を行って

おります。 

  次の関係会社について債務保証を行って

おります。 

 
保証先 

金額 

（百万円）

㈱グランベル・ 

ティーヴィー 

（リース債務） 

69 

計 69 

保証先 
金額 

（百万円）

㈱グランベル・ 

ティーヴィー 

（リース債務） 

74 

計 74 

―――――  ４ コミットメントライン 

 当社及び連結子会社(㈱サンステージ・ファ

イナンス)は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行９行と貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。この契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

貸出コミットメン 
トの総額 

13,000百万円

借入実行残高 4,060 

差引額 8,940 

 ４ コミットメントライン 

 当社及び連結子会社(㈱サンステージ・ファ

イナンス)は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。この契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

貸出コミットメン 
トの総額 

8,000百万円

借入実行残高 1,810 

差引額 6,190 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運賃 3,845百万円 

広告宣伝費 7,552 

販売促進費 2,284 

貸倒引当金繰入額 826 

給料手当 3,143 

賞与引当金繰入額 541 

役員退職慰労引当金繰

入額 
4 

退職給付引当金繰入額 54 

通信費 3,498 

荷造運賃 3,958百万円 

広告宣伝費 7,874 

販売促進費 2,289 

貸倒引当金繰入額 950 

給料手当 3,506 

賞与引当金繰入額 576 

役員退職慰労引当金繰

入額 
4 

退職給付引当金繰入額 51 

通信費 3,420 

荷造運賃 8,043百万円 

広告宣伝費 16,110 

販売促進費 5,506 

貸倒引当金繰入額 1,335 

給料手当 6,938 

賞与引当金繰入額 485 

役員退職慰労引当金繰

入額 
9
 

退職給付引当金繰入額 116 

通信費 7,441 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

――――― ※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 89百万円 

機械装置及び運搬具 0 

器具及び備品 0 

  建物及び構築物 89百万円 

機械装置及び運搬具 0 

器具及び備品 0 

――――― ※３ 当社グループは、事業の種類別セグメ

ント並びに物理的な資産区分を基礎と

してグルーピングしておりますが、賃

貸用資産と遊休資産については物件毎

に一つの資産グループとしておりま

す。下記資産については、遊休状態に

あり、今後も使用の目処が立っていな

いため、当中間連結会計期間におい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として42百

万円を特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、固定資産税評価

額を基礎に算定しております。 

場所 用途 種類 

栃木県那須町 遊休資産 建設仮勘定 

――――― 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 9,239百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,992 

当初の満期が３ヶ月以内

の買戻し条件付きの有価

証券及び証券投資信託 

912 

現金及び現金同等物 7,159 

現金及び預金勘定 20,764百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,503 

当初の満期が３ヶ月以内

の買戻し条件付きの有価

証券及び証券投資信託 

－ 

現金及び現金同等物 18,260 

現金及び預金勘定 10,628百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,998

 

当初の満期が３ヶ月以内

の買戻し条件付きの有価

証券及び証券投資信託 

906

 

現金及び現金同等物 8,536 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

1,584 430 1,154 

器具及び備品 3,143 1,563 1,579 

無形固定資産 1,884 880 1,003 

合計 6,612 2,874 3,737 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

1,637 676 961 

器具及び備品 2,982 1,819 1,163 

無形固定資産 1,835 899 935 

合計 6,455 3,395 3,060 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

1,584 555 1,029 

器具及び備品 2,903 1,533 1,369 

無形固定資産 1,878 962 915 

合計 6,366 3,051 3,315 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,183百万円 

１年超 2,768百万円 

合計 3,951百万円 

１年内 1,152百万円 

１年超 2,118百万円 

合計 3,271百万円 

１年内 1,153百万円 

１年超 2,378百万円 

合計 3,532百万円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 667百万円 

減価償却費相当額 615百万円 

支払利息相当額 56百万円 

支払リース料 655百万円 

減価償却費相当額 603百万円 

支払利息相当額 44百万円 

支払リース料 1,344百万円 

減価償却費相当額 1,240百万円 

支払利息相当額 106百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）  当中間連結会計期間において、減損処理を行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,095 1,482 387 

債券      

国債・地方債 － － － 

社債 1,462 1,381 △80 

その他 500 356 △143 

その他 917 875 △41 

合計 3,975 4,096 121 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

マネーマネジメントファンド及び中期国債ファンド 912 

非上場債券 70 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 512 
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（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）  当中間連結会計期間において、減損処理を行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

は全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

  （注）   当中間連結会計期間において、その他有価証券について5百万円減損処理を行っております。 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,217 2,059 842 

債券       

国債・地方債 － － － 

社債 1,621 1,537 △84 

その他 312 373 60 

その他 1,108 1,104 △4 

合計 4,260 5,075 814 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 （1）満期保有目的の債券  

その他 500 

（2）その他有価証券  

非上場債券 40 

非上場株式 500 

その他 1,868 
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（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において194百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 1,195 1,541 346 

債券      

国債・地方債 － － 
  

－ 

社債 1,458 1,297 △161 

その他 312 312 0 

その他 1,047 1,031 △15 

合計 4,015 4,183 168 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

マネーマネージメントファンド及び中期国債ファンド 1,607 

非上場債券 40 

非上場株式 440 

その他 1,600 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

当中間連結会計期間末（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前連結会計年度末（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

  

オプション取引 

売建 

プット米ドル 177 0 0 

通貨 
買建 

コール米ドル 177 △17 △11 

  
スワップ取引 

米ドル 4,284 △135 △135 

合計 4,461 △152 △147 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

  

オプション取引 

売建 

プット米ドル 106 △8 △4 

通貨 
買建 

コール米ドル 106 0 0 

  
スワップ取引 

米ドル 3,910 △98 △98 

合計 4,016 △106 △102 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

  

オプション取引 

売建 

プット米ドル 141 △18 △13 

通貨 
買建 

コール米ドル 141 0 △0 

  
スワップ取引 

米ドル 4,155 △505 △505 

合計 4,296 △523 △518 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

（注）１．事業区分は企業集団内の事業展開を基準として区分しております。 

２．事業区分の主要な内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

  

 
カタログ
事業 
（百万円）

頒布事業 
(百万円）

単品通販
事業 
（百万円）

金融サー
ビス事業 
(百万円）

その他の
事業 
(百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
(百万円）

売上高                

（1）外部顧客に対する売上高 37,333 4,951 6,040 2,538 2,630 53,494 － 53,494 

（2）セグメント間の内部売上高又は振替高 10 － 1 － 198 210 △210 － 

計 37,343 4,951 6,042 2,538 2,829 53,705 △210 53,494 

営業費用 36,281 4,610 4,931 1,592 1,834 49,250 △260 48,989 

営業利益 1,062 341 1,110 946 995 4,454 49 4,504 

（1）カタログ事業 カタログによる生活関連商品の販売及び関連事業 

（2）頒布事業 頒布を主体とした食料品等の販売事業 

（3）単品通販事業 専業として事業展開をおこなっている化粧品、健康食品等の販売事業 

（4）金融サービス事業 通信販売事業の顧客に対する消費者金融事業、ならびに担保金融事業 

（5）その他の事業 封入・同送手数料事業（他社のダイレクトメール等を当社の発送する商品または

カタログ等に同梱する事業）、展示販売事業、インターネット事業及びビル賃貸

事業等 
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当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

（注）１．事業区分は企業集団内の事業展開を基準として区分しております。 

２．事業区分の主要な内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

４．事業区分の方法の変更 

事業区分については、従来「カタログ事業」「頒布事業」「単品通販事業」「金融サービス事業」「その他の

事業」の５区分としていましたが、事業内容の拡大に伴い、各事業の業績実態をより明確に反映することで、

利益責任を明確化し、グループ経営を強化するために当中間連結会計期間より「カタログ事業」「単品通販事

業」「アドバンスド・ファイナンス事業」「ＢＯＴ事業」「カレーム事業」「その他の事業」の６区分に変更

しております。  

 
カタログ
事業 
（百万円） 

単品通販
事業 
(百万円）

アドバン
スド・フ
ァイナン
ス事業 
（百万円）

BOT事業 
(百万円）

カレーム
事業 
(百万円）

 その他
の事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
(百万円）

売上高                  

（1）外部顧客に対する売上高 35,286 12,969 2,929 1,190 1,436 2,547 56,359 － 56,359 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
0 0 － 133 － 53 186 △186 － 

計 35,286 12,969 2,929 1,323 1,436 2,600 56,546 △186 56,359 

営業費用 34,556 11,662 1,810 147 1,641 2,214 52,033 △212 51,820 

営業利益（又は営業損失） 730 1,306 1,118 1,176 △205 386 4,513 26 4,539 

（1）カタログ事業 カタログによる生活関連商品の販売及び関連事業 

（2）単品通販事業 食料品、化粧品、健康食品等の単品を販売している事業 

（3）アドバンスド・ 

   ファイナンス事業 
通信販売事業の顧客に対する消費者金融事業、ならびに担保金融事業 

（4）ＢＯＴ事業 受託業務事業〔封入・同送手数料事業（他社のダイレクトメール等を当社の発送

する商品またはカタログ等に同梱する事業）を含む〕 

（5）カレーム事業 展示販売事業 

（6）その他の事業 ビル賃貸事業・卸売事業等 
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 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間会計期間において用いた事業区分により

区分すると次のようになります。 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 
カタログ
事業 
（百万円） 

単品通販
事業 
(百万円）

アドバン
スド・フ
ァイナン
ス事業 
（百万円）

BOT事業 
(百万円）

カレーム
事業 
(百万円）

 その他
の事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
(百万円）

売上高                  

（1）外部顧客に対する売上高 37,333 10,648 2,538 1,199 947 827 53,494 － 53,494 

（2）セグメント間の内部売上

高または振替高 
10 2 － 116 － 86 216 △216 － 

計 37,343 10,651 2,538 1,316 947 913 53,710 △216 53,494 

営業費用 36,267 9,228 1,558 58 1,256 827 49,199 △209 48,989 

営業利益（又は営業損失） 1,075 1,422 979 1,257 △309 86 4,511 △6 4,504 

 
カタログ
事業 
（百万円） 

単品通販
事業 
(百万円）

アドバン
スド・フ
ァイナン
ス事業 
（百万円）

BOT事業 
(百万円）

カレーム
事業 
(百万円）

 その他
の事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
(百万円）

売上高                  

（1）外部顧客に対する売上高 79,632 23,889 5,266 2,133 2,364 1,812 115,098 － 115,098 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
12 3 － 274 － 169 460 △460 － 

計 79,644 23,892 5,266 2,408 2,364 1,982 115,558 △460 115,098 

営業費用 75,417 21,431 3,155 136 2,750 1,777 104,669 △452 104,217 

営業利益（又は営業損失） 4,227 2,461 2,110 2,271 △386 204 10,889 △7 10,881 
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 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  

（注）１．事業区分は企業集団内の事業展開を基準として区分しております。 

２．事業区分の主要な内容 

 
カタログ
事業 
（百万円）

頒布事業 
(百万円）

単品通販
事業 
（百万円）

金融サー
ビス事業 
(百万円）

その他の
事業 
(百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
(百万円）

売上高                

（1）外部顧客に対する売上高 79,632 11,021 13,779 5,266 5,399 115,098 － 115,098 

（2）セグメント間の内部売上高又は振替高 12 0 1 － 433 447 △447 － 

計 79,644 11,021 13,780 5,266 5,833 115,546 △447 115,098 

営業費用 75,395 10,763 11,549 3,227 3,732 104,668 △450 104,217 

営業利益 4,249 258 2,231 2,038 2,100 10,877 3 10,881 

（1）カタログ事業 カタログによる生活関連商品の販売及び関連事業 

（2）頒布事業 頒布を主体とした食料品等の販売事業 

（3）単品通販事業 専業として事業展開を行っている通信販売事業 

（4）金融サービス事業 主に通信販売事業の顧客に対する消費者金融事業、ならびに担保金融事業 

（5）その他の事業 封入・同送手数料事業（他社のダイレクトメール等を当社の発送する商品または

カタログ等に同梱する事業）、インターネット事業、展示販売事業及びビル賃貸

事業等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,946円91銭

１株当たり中間純利益 121円38銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
114円47銭

１株当たり純資産額 2,026円02銭

１株当たり中間純利益    114円84銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
108円64銭

１株当たり純資産額 2,119円40銭

１株当たり当期純利益 293円63銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
 277円28銭

 当社は平成16年５月20日付で株式１

株につき1.1株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会計

期間、及び前連結会計年度における１

株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。 

 当社は平成17年５月20日付で株式１

株につき1.1株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会計

期間、及び前連結会計年度における１

株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。 

 当社は、平成16年５月20日付けで株

式１株につき1.1株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年度

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

前中間連結 

会計期間 
前連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

1,688円70銭 1,850円43銭 

１株当たり中間純利

益 

１株当たり当期純利

益 

110円42銭 278円70銭 

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

104円94銭 265円06銭 

前中間連結 

会計期間 
前連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

1,769円92銭 1,926円73銭 

１株当たり中間純利

益 

１株当たり当期純利

益 

   110円34銭 266円94銭 

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

   104円07銭 252円08銭 

１株当たり純資産額 1,850円43銭

１株当たり当期純利益 278円70銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
 265円06銭
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 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金

額 
     

中間（当期）純利益（百万円） 2,801 2,899 6,777 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（百万円） 
2,801 2,899 6,777 

期中平均株式数（千株） 23,084 25,252 23,081 

       

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
3 3 7 

（うち支払利息（税額相当額控

除後）） 
(2) (2) (5) 

普通株式増加数（千株） 1,424 1,467 1,387 

（うち転換社債） (1,334) (1,467) (1,334) 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

－ － － 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 平成17年12月15日開催の取締役会において、次のように株式分割による新株式の発行を決議しております。 

１．流動性の向上と、１株当たりの投資金額を引き下げ個人投資家の拡大を目的とし、平成18年４月１日付をも

って普通株式１株につき２株に分割（株券交付日平成18年５月19日）します。 

（1）分割により増加する株式数 

 普通株式         平成18年３月31日最終の発行済株式総数と同株式数。 

（2）分割方法 

 平成18年３月31日最終株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の

割合で分割します。 

２．配当起算日 

   平成18年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間連結会計期間及び、前連結会計年度における１株当

たり情報及び当期首に行われたと仮定した場合の当中間連結会計期間における１株当たり情報は、それぞれ以下

のとおりとなります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 平成17年３月４日開催の取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行しております。 

１．平成17年５月20日付をもって普通株式１株につき1.1株に分割します。 

（1）分割により増加する株式数 

 普通株式         2,389,438株 

（2）分割方法 

 平成17年３月31日最終株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき1.1株の

割合で分割します。 

２．配当起算日 

   平成17年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

１株当たり中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 

884円96銭 

55円17銭 

52円04銭 

1,013円01銭 

57円42銭 

54円32銭 

963円36銭 

133円47銭 

126円04銭 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 1,682円21銭

１株当たり当期純利益 253円37銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
240円97銭

１株当たり純資産額 1,926円73銭

１株当たり当期純利益 266円94銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
252円08銭
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 7,280     16,964     7,469    

２．受取手形   6     10     12    

３．売掛金   11,933     11,559     12,924    

４．営業貸付金   18,682     20,601     19,562    

５．有価証券 ※２ 1,080     424     1,441    

６．たな卸資産   8,267     9,244     8,458    

７．関係会社短期貸付
金   1,780     689     1,760    

８．その他   2,678     2,570     2,835    

貸倒引当金   △1,247     △1,382     △1,240    

流動資産合計     50,463 61.4   60,683 65.1   53,223 62.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物 ※２ 9,006     8,706     8,910    

(2）土地 ※２ 11,021     11,306     11,306    

(3）その他   736     625     702    

有形固定資産合計     20,764 25.2   20,638 22.2   20,919 24.5 

２．無形固定資産   464     488     411    

無形固定資産合計     464 0.6   488 0.5   411 0.5 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※２ 5,078     7,554     6,356    

(2）関係会社長期貸
付金 

  3,154     3,140     3,202    

(3）その他   2,409     760     1,132    

貸倒引当金   △126     △53     △61    

投資その他の資産
合計     10,516 12.8   11,401 12.2   10,630 12.5 

固定資産合計     31,744 38.6   32,528 34.9   31,961 37.5 

資産合計     82,208 100.0   93,211 100.0   85,185 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   7,674     6,013     7,547    

２．買掛金   10,108     8,675     8,955    

３．短期借入金 ※２ 1,951     1,904     1,928    

４．1年以内償還予定
社債   －     5,000     5,000    

５．未払費用   5,575     5,413     6,197    

６．未払法人税等   1,293     1,445     1,266    

７．賞与引当金   536     563     478    

８．返品調整引当金   121     117     134    

９．その他   906     1,130     1,392    

流動負債合計     28,167 34.2   30,262 32.5   32,901 38.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   5,000     10,000     －    

２．転換社債   5,000     4,999     4,999    

３．長期借入金 ※２ 1,506     1,041     1,261    

４．退職給付引当金   78     100     94    

５．役員退職慰労引当
金   227     236     232    

６．新株予約権   131     129     131    

７．その他   197     302     538    

固定負債合計     12,141 14.8   16,810 18.0   7,257 8.5 

負債合計     40,308 49.0   47,072 50.5   40,159 47.1 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     7,159 8.7   7,199 7.7   7,169 8.4 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   7,556     7,595     7,565     

２．その他資本剰余金   0     0     0     

資本剰余金合計     7,556 9.2   7,595 8.2   7,565 8.9 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   188     188     188    

２．任意積立金   26,983     31,983     26,983    

３．中間（当期）未処
分利益   2,689     2,219     5,746    

利益剰余金合計     29,861 36.3   34,391 36.9   32,918 38.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     49 0.1   468 0.5   102 0.1 

Ⅴ 自己株式     △2,726 △3.3   △3,515 △3.8   △2,729 △3.2 

資本合計     41,899 51.0   46,139 49.5   45,026 52.9 

負債及び資本合計     82,208 100.0   93,211 100.0   85,185 100.0 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     47,086 100.0   46,395 100.0   100,611 100.0 

Ⅱ 売上原価     20,660 43.9   20,201 43.5   44,240 44.0 

返品調整引当金戻入
額     △135 △0.3   △134 △0.3   △135 △0.1 

返品調整引当金繰入
額     121 0.3   117 0.3   134 0.1 

売上総利益     26,440 56.1   26,211 56.5   56,371 56.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     23,223 49.3   23,230 50.1   48,112 47.8 

営業利益     3,216 6.8   2,980 6.4   8,258 8.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   542 1.2   746 1.6   903 0.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２   191 0.4   204 0.4   305 0.3 

経常利益     3,568 7.6   3,522 7.6   8,856 8.8 

Ⅵ 特別利益 ※３   17 0.0   18 0.0   32 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   98 0.2   116 0.2   285 0.3 

税引前中間（当
期）純利益     3,487 7.4   3,424 7.4   8,603 8.5 

法人税、住民税及
び事業税   1,267     1,420     3,350    

法人税等調整額   148 1,415 3.0 △46 1,373 3.0 123 3,473 3.4 

中間（当期）純利
益 

    2,072 4.4   2,050 4.4   5,129 5.1 

前期繰越利益     616     169     616  

中間（当期）未処
分利益     2,689     2,219     5,746  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第2条

第2項により有価証券とみな

されるもの）については、

組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持分相当額の損益を取り込

む方法によっております。 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

移動平均法による低価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く。）については

定額法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 ─────  社債発行費 

 支出時に全額費用として処

理しております。 

───── 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）返品調整引当金 

 中間期末日後の返品による

損失に備えるため、過去の返

品実績率等による返品見込額

に対する売上総利益相当額を

計上しております。 

(3）返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

 期末日後の返品による損失

に備えるため、過去の返品実

績率等により、返品見込額に

対する売上総利益相当額を計

上しております。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生事業年度か

ら費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生事業年度から費用処理して

おります。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 

2005/12/26 14:25:30株式会社ベルーナ/半期報告書/2005-09-30



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

通貨スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 外貨建予定取引の為替変動

リスクを回避する目的で為替

予約取引及び通貨スワップ取

引を行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日企業会計基準適用指針第6

号)を、当事業年度から適用しており

ます。 

 この変更に伴い、従来の方法と比

較して税引前中間純利益が42百万円

減少しております。 

 ───── 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当中間会計期間から

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）を投資有価証券として表示する方法に変更しまし

た。 

 なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は1,868百万円であり、前中間会計期間末

における固定資産「出資金」に含まれている当該出資の

額は1,517百万円であります。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間より業務の効率

化をはかる為、買掛金及び未払費

用の決済方法に、支払手形に加え

て当該決済期日に一括して支払う

方法を導入致しました。 

 これに伴い、従来支払手形によ

り決済していたと見込まれる

8,541百万円は、買掛金に6,537百

万円、未払費用に2,004百万円そ

れぞれ計上されております。 

 ─────  当事業年度より業務の効率化を

はかる為、買掛金及び未払費用の

決済方法に、支払手形に加えて当

該決済期日に一括して支払う方法

を導入しました。 

 これに伴い、従来支払手形によ

り決済していたと見込まれる7,661

百万円は、買掛金に5,277百万円、

未払費用に2,383百万円計上されて

おります。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 

6,179百万円 6,778百万円 6,491百万円

※２ 担保資産 （担保に供している資産） （担保に供している資産） （担保に供している資産） 

    百万円

現金及び預金 100

建物 6,730

土地 7,532

計 14,363

  百万円

現金及び預金 － 

建物 6,430

土地 7,532

計 13,963

  百万円

現金及び預金 － 

建物 6,575

土地 7,532

計 14,107

  （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

 

 上記のほか、投資有価証券

936百万円をデリバティブ取引

の担保に供しております。 

短期借入金 870

長期借入金 

（１年内返済予定額を

含む） 

1,907

計 2,777

 上記のほか、有価証券225百

万円、投資有価証券692百万円

をデリバティブ取引の担保に

供しております。 

短期借入金 870

長期借入金 

（１年内返済予定額を

含む） 

1,372

計 2,242

 上記のほか、投資有価証券

1,088百万円をデリバティブ取

引の担保に供しております。 

短期借入金 870

長期借入金 

（１年内返済予定額を

含む） 

1,675

計 2,545

３ 保証債務  次の関係会社について金融機関か

らの借入及び仕入債務に対し債務保

証を行っております。 

 次の関係会社について金融機関か

らの借入及び仕入債務に対し債務保

証を行っております。 

 次の関係会社について金融機関か

らの借入及び仕入債務に対し債務保

証を行っております。 

 
保証先 

金額 
（百万円）

㈱エルドラド（借
入） 

1,631 

フレンドリー㈱ 
（仕入債務） 
（未払費用） 

108 
31 

計 1,771 

保証先 
金額 

（百万円）

㈱エルドラド 
（借入） 

2,760 

フレンドリー㈱ 
（仕入債務） 
（未払費用） 

128 
33 

㈱サンステージ・フ
ァイナンス 
（借入） 

4,060 

㈱グランベル・ティ
ーヴィー 
（リース債務） 

69 

計 7,050 

保証先 
金額 

（百万円）

㈱エルドラド 
（借入） 

1,748 

フレンドリー㈱ 
（仕入債務） 
（その他） 

207 
36 

㈱サンステージ・フ
ァイナンス 
（借入） 

1,810 

㈱グランベル・ティ
ーヴィー 
（リース債務） 

74 

計 3,876 

４ コミットメントライン  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と貸出コミ

ットメントライン契約を締結してお

ります。この契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

貸出コミットメン 
トの総額 

3,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 3,000 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と貸出コミ

ットメントライン契約を締結してお

ります。この契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

貸出コミットメン 
トの総額 

3,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 3,000 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と貸出コミ

ットメントライン契約を締結してお

ります。この契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

貸出コミットメン
トの総額 

3,000百万円 

借入実行残高 － 

差引額 3,000 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 48百万円 

有価証券利息 56 

受取賃貸料 76 

受取補償金 26 

通貨スワップ・オプシ

ョン評価益 

139
 

受取利息 56百万円 

有価証券利息 42 

受取配当金 94 

有価証券売却益 70 

受取賃貸料 83 

受取補償金 33 

通貨スワップ・オプシ

ョン評価益 

156
 

受取利息 119百万円 

有価証券利息 118 

受取配当金 102 

受取賃貸料 153 

受取補償金 55 

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 27百万円 

社債利息 56 

支払利息 22百万円 

社債利息 59 

社債発行費 46 

支払利息 52百万円 

社債利息 112 

貸倒損失 50 

※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの 

償却債権取立益 17百万円 償却債権取立益 18百万円 償却債権取立益 32百万円 

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損 90百万円 

    

貸倒損失 68百万円 

減損損失 42 

固定資産除却損 90百万円 

投資有価証券評価損 194 

   当社は、事業の種類別セグメント並びに

物理的な資産区分を基礎としてグルーピン

グしておりますが、賃貸用資産と遊休資産

については物件毎に一つの資産グループと

しております。下記資産については、遊休

状態にあり、今後も使用の目処が立ってい

ないため、当中間会計期間において、帳簿

価格を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上してお

ります。なお、回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、固定資産税評価

額を基礎に算定しております。 

場所 用途 種類 

栃木県那須町 遊休資産 建設仮勘定 

  

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 305百万円 

無形固定資産 31 

有形固定資産 289百万円 

無形固定資産 59 

有形固定資産 621百万円 

無形固定資産 86 
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
その他 

4,315 1,946 2,368 

無形固定資産 1,698 755 943 

合計 6,013 2,702 3,311 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産
その他 

4,207 2,365 1,842 

無形固定資産 1,717 819 897 

合計 5,924 3,184 2,739 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固定資産
その他 

4,074 2,000 2,074 

無形固定資産 1,758 887 870 

合計 5,833 2,888 2,945 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,076百万円 

１年超 2,437百万円 

合計 3,513百万円 

１年内 1,048百万円 

１年超 1,886百万円 

合計 2,935百万円 

１年内 1,049百万円 

１年超 2,099百万円 

合計 3,149百万円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 609百万円 

減価償却費相当額 561百万円 

支払利息相当額 50百万円 

支払リース料 598百万円 

減価償却費相当額 550百万円 

支払利息相当額 39百万円 

支払リース料 1,226百万円 

減価償却費相当額 1,129百万円 

支払利息相当額 95百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 平成17年12月15日開催の取締役会において、次のように株式分割による新株式の発行を決議しております。 

１．流動性の向上と、１株当たりの投資金額を引き下げ個人投資家の拡大を目的とし、平成18年４月１日付をも

って普通株式１株につき２株に分割（株券交付日平成18年５月19日）します。 

（1）分割により増加する株式数 

 普通株式         平成18年３月31日最終の発行済株式総数と同株式数。 

（2）分割方法 

 平成18年３月31日最終株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の

割合で分割します。 

２．配当起算日 

   平成18年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度及び、前中間会計期における１株当たり情報及

び当期首に行われたと仮定した場合の当中間会計期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなり

ます。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 平成17年３月４日開催の取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行しております。 

１．平成17年５月20日付をもって普通株式１株につき1.1株に分割します。 

（1）分割により増加する株式数 

普通株式            2,389,438株 

（2）分割方法 

 平成17年３月31日最終株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき1.1株

の割合で分割します。 

２．配当起算日         平成17年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定

した場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 

１株当たり中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 

825円28銭 

40円81銭 

38円51銭 

916円74銭 

40円60銭 

38円42銭 

886円69銭 

101円02銭 

95円43銭 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

     1,592円73銭 

 １株当たり純資産額 

       1,773円37銭 

１株当たり当期純利益 

    215円08銭 

 １株当たり当期純利益 

   202円04銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

    204円59銭 

 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

   190円85銭 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第28期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月29日）平成17年７月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月７日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月15日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月13日関東財務局長に提出 

(3）発行登録書（普通社債）                  平成17年８月22日関東財務局長に提出 

(4）訂正発行登録書（普通社債）                平成17年８月23日関東財務局長に提出 

(5）発行登録追補書類（普通社債）                 平成17年９月７日関東財務局長に提出 

(6）訂正発行登録書（普通社債）                平成17年９月８日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

株 式 会 社 ベ ル ー ナ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ベルーナの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日

から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ベルーナ及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員

業務執行社員 
公認会計士 西 川 裕 康 

      

  指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 保 直 生 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２６日

株 式 会 社  ベ  ル  ー  ナ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ベルーナの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日

から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ベルーナ及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度の中間

連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日））を適用している。 

２．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「（注）４．事業区分の方法の変更」に記載されているとお

り、会社は事業区分の方法を変更した。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員

業務執行社員 
公認会計士 西  川  裕  康 

      

  指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久  保  直  生 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

株 式 会 社 ベ ル ー ナ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ベルーナの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日

から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ベルーナの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員

業務執行社員 
公認会計士 西 川 裕 康 

      

  指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 保 直 生 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２６日

株 式 会 社  ベ  ル  ー  ナ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ベルーナの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日

から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ベルーナの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度の中間会計期間か

ら固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１

４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 企業会計基準委員

会 平成１５年１０月３１日））を適用している。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員

業務執行社員 
公認会計士 西  川  裕  康 

      

  指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久  保  直  生 

      


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】 
	第１【企業の概況】 
	１【主要な経営指標等の推移】 
	２【事業の内容】 
	３【関係会社の状況】 
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】 
	１【業績等の概要】 
	２【生産、受注及び販売の状況】 
	３【対処すべき課題】 
	４【経営上の重要な契約等】 
	５【研究開発活動】 

	第３【設備の状況】 
	１【主要な設備の状況】 
	２【設備の新設、除却等の計画】 

	第４【提出会社の状況】 
	１【株式等の状況】 
	(1）【株式の総数等】 
	(2）【新株予約権等の状況】 
	(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 
	(4）【大株主の状況】 
	(5）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】 
	３【役員の状況】 

	第５【経理の状況】 
	１【中間連結財務諸表等】 
	(1）【中間連結財務諸表】 
	(2）【その他】 

	２【中間財務諸表等】 
	(1）【中間財務諸表】 
	(2）【その他】 


	第６【提出会社の参考情報】 

	第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
	［中間監査報告書］


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /PageByPage
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (None)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /sRGB
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /SyntheticBoldness 1.00
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 524288
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Preserve
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /JPN ()
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


	NextPage3: 1
	NextPageHige: -   -
	NextPage4: 2
	NextPage5: 3
	NextPage6: 4
	NextPage7: 5
	NextPage8: 6
	NextPage9: 7
	NextPage10: 8
	NextPage11: 9
	NextPage12: 10
	NextPage13: 11
	NextPage14: 12
	NextPage15: 13
	NextPage16: 14
	NextPage17: 15
	NextPage18: 16
	NextPage19: 17
	NextPage20: 18
	NextPage21: 19
	NextPage22: 20
	NextPage23: 21
	NextPage24: 22
	NextPage25: 23
	NextPage26: 24
	NextPage27: 25
	NextPage28: 26
	NextPage29: 27
	NextPage30: 28
	NextPage31: 29
	NextPage32: 30
	NextPage33: 31
	NextPage34: 32
	NextPage35: 33
	NextPage36: 34
	NextPage37: 35
	NextPage38: 36
	NextPage39: 37
	NextPage40: 38
	NextPage41: 39
	NextPage42: 40
	NextPage43: 41
	NextPage44: 42
	NextPage45: 43
	NextPage46: 44
	NextPage47: 45
	NextPage48: 46
	NextPage49: 47
	NextPage50: 48
	NextPage51: 49
	NextPage52: 50
	NextPage53: 51
	NextPage54: 52
	NextPage55: 53
	NextPage56: 54
	NextPage57: 55
	NextPage58: 56
	NextPage59: 57


